
 
   ○ 在宅チーム医療の推進のための研修（在宅医療を担う職能別の研修） 
   ○ 多職種協働による在宅医療を担う人材育成（多職種協働によるサービス調整等の研修）   

在宅医療・介護推進プロジェクト  【24年度要望枠 １２７億円】 

 
  今後、医療計画に盛り込むことを検討している「在宅医療体制構築に関する指針（案）」に沿って、各地域で在宅医療（薬局も含む）、栄養ケア、 
  介護の連携を図り、在宅医療・介護を推進。  
   ○ 在宅医療連携拠点事業（多職種協働による在宅医療連携体制の推進） 
   ○ 在宅医療提供拠点薬局整備事業（地域の在宅医療を提供する拠点薬局の整備） 
     ○ 栄養ケア活動支援整備事業（関係機関と連携した栄養ケア活動を行う取組の促進） 
   ○ 在宅サービス拠点の充実（複合型サービス事業所、定期巡回・随時対応サービス及び訪問看護ステーションの普及） 
   ○ 低所得高齢者の住まい対策 

 
 （１） サービスの充実・支援に向けた取組  
   ○ 国立高度専門医療研究センターを中心とした在宅医療推進のための研究事業 
                                                                                 （疾患の特性に応じた在宅医療の提供体制のあり方を含めた研究推進） 
   ○ 在宅医療推進のための医療機器承認促進事業（未承認医療機器に関するニーズ調査等） 
   ○ 在宅医療推進のための看護業務の安全性等検証事業（在宅医療分野における看護業務の安全性を検証） 
 
 （２） 個別の疾患等に対応した取組  
   ○ 在宅介護者への歯科口腔保健推進事業（歯科口腔保健の普及啓発のための口腔保健支援センター整備） 
   ○ 在宅緩和ケア地域連携事業（がん患者に対する地域連携における在宅緩和ケアの推進） 
   ○ 難病患者の在宅医療・在宅介護の充実・強化事業（ＡＬＳ等の難病患者への包括的支援体制） 
   ○ ＨＩＶ感染症・エイズ患者の在宅医療･介護の環境整備事業（エイズ患者等の在宅療養環境整備） 
   ○ 在宅での医療用麻薬使用推進モデル事業（地域単位での麻薬在庫管理システム等の開発） 
   ○ 薬物依存者の治療と社会復帰のための支援事業（依存者・家族への薬物乱用離脱支援） 

２ 実施拠点となる基盤の整備 

３ 個別の疾患等に対応したサービスの充実・支援 

１ 在宅チーム医療を担う人材の育成 



・「多職種協働による
在宅チーム医療を担
う人材育成事業」に都
道府県リーダーとして
参画 
・医療福祉従事者及
び住民に対する普及
啓発を行う 

 

■本事業の目的 
 
   ○高齢者の増加、価値観の多様化に伴い、病気を持ちつつも可能な限り住み慣れた場所で自分らしく過ごす「生活の質」を重 
   視する医療が求められている。  
   ○このため、在宅医療を提供する機関等を連携拠点として、多職種協働による在宅医療の支援体制を構築し、医療と介護が 
   連携した地域における包括的かつ継続的な在宅医療の提供を目指す。 

在宅医療連携拠点事業のイメージ 

                      【24年度要求額 ：１８０４百万円 】 

■医師が積極的に関与している場合やＩＴを用いた連携体制の構築を行っている場合は補助の 
  増額を行う 

情報共有・連携 

在宅医療連携拠点 
（在宅療養支援病院・在宅療養支援診療所・訪問看護ステーション等） 
 
 
 
 
 
 

情報共有・連携 

情報共有・連携 

地域の在宅医療チーム 

診療所医師、歯科医師、訪問看護師、薬剤
師、介護士、ケアマネージャー等 

退院支援、入院のサポート 

２４時間連携体制、 
チーム医療提供、 
入院のサポート 

在宅での受入先が
わからない 

医療分野の 
スタッフ不足 

地域で連携できる機
関、急変時の受入先

がわからない 

連携拠点に配置されたケアマネージャーの
資格を持つ看護師とＭＳＷ等が地域の医
療・介護を横断的にサポートすることで、病
気を持ちながらも住み慣れた地域で自分ら
しく過ごすことが可能となる 

医療的なサポート 

保健・福祉機関 

地域包括支援セン
ター、保健センター、
老人施設等 

病院（急性期、亜急性期、回復期） 

情報共有・連携 

事業報告書の作成 
・多職種連携の検討会において  
 抽出された課題と解決策 
・２４時間体制やチーム医療体 
 制の実現方法や課題 
・効率的な医療提供のためのア 
 ウトリーチや活動内容     
・連携拠点を担う医療機関の医 
 師の役割や機能 
・ＩＴを利用した多職種間の情報 
 共有のあり方         等 

事業終了後 

・データ収集・分析を通じて、在
宅医療連携拠点が地域におい
て必要な役割を果たすための
条件を見出していくことにつな
げる 
・好事例の情報を広く関係者に
提供し、在宅医療の取組みの
全国的な向上を図る 

人材の育成・普及啓発 

 ■ 在宅医療連携拠点事業 要望額  ３１億円 




